
 

那須塩原市教育委員会 

 

■​ 新入学準備金について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　本市では、経済的理由により就学が困難な家庭に、就学に必要な費用の一部を援助する『就学援

助』を行っています。援助対象費目には、修学旅行費、学用品費等があり、今回の「新入学準備

金」も就学援助の交付対象費目の一つとなります。 

「新入学準備金」は、入学に当たり必要となる学用品等の購入費を、入学前に交付することで、

経済的負担の軽減を図ることを目的としています。 

 

■​ 申請方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

申請内容：① 就学援助費（新入学準備金）交付申請書　 

　　　　　　　② 就学援助費（新入学準備金）交付申請に係る承諾書 

　　　　　　　③ 交付要件（裏面記載）に応じた添付書類 

　　　　　　　④ 保護者本人名義の口座情報（名義人カナ氏名、口座番号等）の写し 

　　（例１）通帳表紙の裏面 

　　（例２）ネットバンク等の口座情報の確認できる画面 

　　　　　　　⑤ 申請確認用フォームの回答（所要時間約３分間） 

　  ※誤送金防止のため、ご回答いただけますと幸いです。 

 

受付期間：令和８(2026)年１１月３０日㈪～１２月１８日㈮ 必着 

平日９時００分～１６時００分 

提 出 先：那須塩原市学校教育課 学校支援教職員係に持参または郵送 

（住所：那須塩原市あたご町２－３　西那須野庁舎３階３２番窓口） 

 

■​ 交付額・交付方法 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

交 付 額：６４，３００円（定額）  

通　　知：２月下旬 交付決定通知発送 

交 付 日：令和９(2027)年３月中（予定）  

交付方法：保護者の口座に振込み 

 

■​ 注意事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

〇新入学準備金を申請した方も、令和９(2027)年度「就学援助制度」を受けるためには、別途、入

学後の４月に各学校へ「就学援助費交付申請書」を提出する必要があります。 

〇今回交付を受けた方は、令和９(2027)年度「就学援助制度」で認定を受けた場合でも、入学後に

交付される「新入学用品費（６４，３００円）」は交付対象外です。 

※「新入学準備金」と「新入学用品費」の両方を受けることはできません。いずれかの名目で６

４，３００円が交付されます。 

〇入学前の転出等により、交付要件に該当しなくなった場合は、交付額全額返金となりますので、

転出等の可能性が高い場合は、申請を控えてください。 

 

 

 

 

 

⇒裏面へつづく 

 



■​ 交付要件（以下①～③の要件を全て満たすこと）　　　　　　　　　　 

①令和９(2027)年度に那須塩原市立小学校又は義務教育学校に入学する児童の保護者若しくは区域外

就学申請により市外の小学校に入学する児童の保護者。 

②「那須塩原市に住民登録されている児童」の保護者（「令和９(2027)年度入学よりも前に那須塩原

市外に転出する児童」の保護者は交付対象外となります。）又は東日本大震災により被災（岩手

県、宮城県、福島県で被災）した保護者。 

③下表の要件（1～10）のいずれかに該当する保護者。 

 
　　※要件の番号は申請書の「就学援助(新入学準備金)を希望する理由」の番号です。 

要　　件 添付書類 

1 生活保護を停止または廃止 生活保護廃止(停止)決定通知書の写し 

2 障害者、寡婦・寡夫で市町村民税が非課税 住民税決定証明書の写し 

3～6 

天災その他特別の事情がある場合等に下記いずれか

の規定により減免されている 

3 市町村民税(地方税法第323条) 

4 個人事業税(地方税法第72条の62) 

5 固定資産税(地方税法第367条) 

　 ※新築家屋にかかる固定資産税の軽減は対象外 
6 国民年金保険料(国民年金法第89条又は第90条) 

減免の決定通知書の写し 

7 
国民健康保険税の減免又は徴収猶予　 
※滞納による分納は対象外　 

減免の決定通知書の写し 

徴収の猶予の決定通知書の写し 

8 

児童扶養手当の受給 

※児童扶養手当は、父母の離婚・死亡等でひとり親

となっている家庭等に支給される手当です。 

児童手当は、別制度で対象外です。 

児童扶養手当証書の写し 

9 生活福祉資金の貸付けを受けている 貸付の決定通知書の写し 

10 

児童と生計を共にする家族全員の所得の合計が基準

額未満の低所得世帯の方 

※所得とは、給与収入等から法令で定められた必要

経費相当分を差引いた金額です。 
所得＝収入（給与収入等）－必要経費（給与所得控除額等） 

 

 世帯合計の所得基準額の目安  

※世帯の人数や家賃の有無等により異なるため、

以下はあくまで目安です。 

ケース① 世帯人数 3人、家賃なしの場合 

（親38歳、子8歳、子6歳） 

世帯合計の所得基準額…285万円程度 

ケース② 世帯人数 4人、家賃なしの場合 

（親40歳、親38歳、子8歳、子6歳） 

世帯合計の所得基準額…357万円程度 

R8.1.1時点で[市内]に住民票があった方 

R7年中の所得の申告を行っている場合

は、課税データによる確認を行うた

め、添付書類は不要です。 

※所得が未申告の場合は、市税務担当課 

又は税務署で申告してください。 

例）専業主婦で未申告等 

 

R8.1.1時点で[市外]に住民票があった方 

所得証明書や源泉徴収票等でR7年中の

総所得金額等がわかる書類の写しを添

付してください。 

病気又は災害等の事情による著しい収入の減少 

「離職票」、「被災証明」などの証明書

類及び「直近3か月の収入がわかるものの

写し」 

※生活保護受給中の方は、生活保護費から支給されるため交付対象外です。 

※東日本大震災により被災（岩手県、宮城県、福島県で被災）した保護者も、上記いずれかの要件を満たし

ている方が対象です。本市に住民登録がない方は、住民登録されている市町村等で取得した上記添付書類

及び被災証明書または罹災証明書の写しが必要です。 

 

 

 

 


